
⑴　別に配布した答案用紙の該当欄に、試験問題裏表紙の記入例に従って、受験地、受験番号
及び氏名を必ず記入してください。多肢択一式答案用紙に受験地及び受験番号をマークする
に当たっては、数字の位を間違えないようにしてください。

⑵　試験時間は、２ 時間 30 分です。
⑶　試験問題は、多肢択一式問題（第 １ 問から第 20 問まで）と記述式問題（第 21 問及び第 22 

問）から成り、配点は、多肢択一式問題が 50 点満点、記述式問題が 50 点満点です。
⑷　①　多肢択一式問題の解答は、所定の答案用紙の解答欄の正解と思われるものの番号の枠

内をマーク記入例に従い、濃く塗りつぶす方法でマークしてください。解答欄への 
マークは、各問につき １ 箇所だけにしてください。二つ以上の箇所にマークがされてい
る欄の解答は、無効とします。解答を訂正する場合には、プラスチック製消しゴムで完
全に消してから、マークし直してください。

　　②　答案用紙への記入に当たっては、鉛筆（Ｂ又はＨＢ）を使用してください。該当欄の枠
内をマークしていない解答及び鉛筆を使用していない解答は、無効とします。

⑸　記述式問題の解答は、所定の答案用紙に記入してください。答案用紙への記入は、黒イン
クのペン、万年筆又はボールペン（ただし、インクが消せるものを除きます。）を使用してく
ださい。所定の答案用紙以外の用紙に記入した解答及び上記ペン、万年筆又はボールペン以
外の筆記具（鉛筆等）によって記入した解答は、その部分を無効とします。なお、図面を記述
式答案用紙に記入するに当たっては、万年筆はペン種（ペン先）が細字（Ｆ）以下のもの、ボー
ルペンはボール径（ペン先）が 0.5mm以下のものを使用してください。
　また、答案用紙の筆記可能線（答案用紙の外枠の二重線）を越えて筆記をした場合は、当該
筆記可能線を越えた部分については、採点されません。

⑹　答案用紙に受験地、受験番号及び氏名を記入しなかった場合は、採点されません（試験時
間終了後、これらを記入することは、認められません。）。答案用紙の受験地、受験番号及び
氏名の欄以外の箇所に特定の氏名等を記入したものは、無効とします。

⑺　答案用紙は、汚したり、折り曲げたりしないでください。また、書き損じをしても、補充
しません。

⑻　試験問題のホチキスを外したり、試験問題のページを切り取る等の行為は、認められません。
⑼　受験携行品は、黒インクのペン、万年筆又はボールペン（ただし、インクが消せるものを

除きます。）、インク（黒色）、三角定規（三角定規以外の定規の使用は不可。）、製図用コンパ
ス、三角スケール、分度器、鉛筆（Ｂ又はＨＢ）、プラスチック製消しゴム、電卓（予備を含
めて、２ 台までとします。）及びそろばんに限ります。

　　なお、下記の電卓は、使用することができません。
①　プログラム機能があるもの
　　次に示すようなキーのあるものは、プログラム機能等を有していますので、使用するこ

とができません。
〈プログラム関連キー〉

　　　 ＲＵＮ 　 ＥＸＥ 　 ＰＲＯ 　 ＰＲＯＧ
　　　 ＣＯＭＰ 　 ＥＮＴＥＲ
　　　 Ｐ１ 　 Ｐ 2 　 Ｐ 3 　 Ｐ 4
　　　 ＰＦ 1 　 ＰＦ 2 　 ＰＦ 3 　 ＰＦ 4 　

②　プリント機能があるもの
③　アルファベットやカナ文字を入力することができるもの
④　電池式以外のもの

⑽　試験時間中、不正行為があったときは、その答案は、無効なものとして扱われます。
⑾　試験問題に関する質問には、一切お答えいたしません。
⑿　試験問題は、試験時間終了後、持ち帰ることができます。

試　験　問　題 午後（07） （午後の部）
注　　　　　意

土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

出典：「土地家屋調査士試験」（法務省）（https://www.moj.go.jp/shikaku_saiyo_index5.html）を加工して作成（当サイトの表示を追加）。法務省が作成したものではありません。
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第 1問　意思表示に関する次のアからオまでの記述のうち、判例の趣旨に照らし正しいものの

組合せは、後記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　錯誤による意思表示は、その錯誤が表意者の重大な過失によるものであった場合で

あっても、相手方が表意者に錯誤があることを重大な過失により知らなかったときは、

取り消すことができる。

イ　第三者の強迫によって不動産を売却した者は、買主が強迫の事実を知らなかった場

合には、当該不動産の売買の意思表示を取り消すことができない。

ウ　買主の詐欺によって不動産を売却した者は、当該不動産の売買の意思表示を取り消

す前に当該買主が詐欺の事実につき善意無過失の第三者に当該不動産を転売していた

場合には、当該第三者への所有権の移転の登記がされていないときであっても、その

取消しを当該第三者に対抗することができない。

エ　相手方が正当な理由なく意思表示の通知が到達することを妨げたときは、その通知

は、表意者が通知を発した時に相手方に到達したものとみなされる。

オ　表意者がその真意ではないことを知って意思表示をした場合において、当該意思表

示の相手方がその旨を知っていたときは、当該意思表示の無効は、善意有過失の第三

者に対抗することができる。

1 　アウ　　　　 2 　アエ　　　　 3 　イエ　　　　 4 　イオ　　　　 5 　ウオ

 

─（ 1 ）─
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第 2問　占有権に関する次のアからオまでの記述のうち、判例の趣旨に照らし正しいものの組

合せは、後記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　甲土地を占有しているＡが死亡し、ＢがＡを相続した場合には、Ｂが甲土地の取得

時効を主張するためには、自己の占有にＡの占有を併せて主張しなければならず、自

己の占有のみを主張することはできない。

イ　Ａが所有する甲建物を無権原のＢから賃借して占有していたＣは、その占有期間中

Ｂが甲建物の所有者であると過失なく信じていたとしても、Ａに対し、その使用利益

を返還する義務を負う。

ウ　Ａが所有する甲建物を無権原のＢから賃借して占有しているＣは、Ａに甲建物を明

け渡す場合には、その占有期間中に落雷によって生じた甲建物の損傷を修復するため

に修繕費を支出していたとしても、Ａに対し、当該修繕費の償還を請求することはで

きない。

エ　Ａが自己の所有する甲建物をＢに占有させている場合において、Ａが甲建物をＣに

売却した後、ＡがＢに対して以後Ｃのために甲建物を占有することを命じ、Ｃがこれ

を承諾したときは、Ｃは、甲建物の占有権を取得する。

オ　甲建物の賃借人であるＡから甲建物を転借して占有しているＢが、Ｃによりその占

有を奪われたときは、Ａは、Ｃに対し、占有回収の訴えを提起することができる。

1 　アウ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イエ　　　　 5 　エオ

─（ 2 ）─
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第 3問　相続の承認及び放棄に関する次のアからオまでの記述のうち、誤っているものの組合

せは、後記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　相続の放棄をしようとする者は、相続の承認又は放棄をすべき期間内に、その旨を

法務局又は地方法務局に申述しなければならない。

イ　相続人は、相続の承認又は放棄をするまでの期間中、その固有財産におけるのと同

一の注意をもって、相続財産を管理しなければならない。

ウ　限定承認者は、民法の規定に従って各相続債権者に弁済をした後でなければ、受遺

者に弁済をすることができない。

エ　相続人が、自己のために相続が開始した事実を知りながら、相続財産の全部又は一

部について保存行為をしたときは、単純承認をしたものとみなされる。

オ　共同相続人のうちの一人について相続の放棄又は承認をすべき期間が経過した場合

であっても、他の相続人について相続の放棄又は承認をすべき期間が経過していない

ときは、当該共同相続人の全員が共同して限定承認をすることができる。

1 　アウ　　　　 2 　アエ　　　　 3 　イエ　　　　 4 　イオ　　　　 5 　ウオ

─（ 3 ）─
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第 4問　地図の訂正に関する次のアからオまでの記述のうち、誤っているものの組合せは、後

記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　土地の表題部所有者又は所有権の登記名義人は、地図に表示された当該土地の区画

に誤りがあることを発見した場合には、その誤りを発見した日から 1 月以内に地図訂

正の申出をしなければならない。

イ　地図に表示された土地の区画に誤りがある場合には、登記官は、当該土地の表題部

所有者又は所有権の登記名義人からの地図訂正の申出がなくても、職権でその訂正を

することができる。

ウ　地図に表示された土地の区画に誤りがあるが当該土地の登記記録の地積に錯誤がな

い場合には、地図訂正の申出をすることはできない。

エ　地図の訂正をすることによって、申出に係る土地以外の土地の区画又は位置若しく

は形状を訂正すべきこととなるときには、登記官は、申出に基づき地図の訂正をする

ことはできない。

オ　地図に表示された土地の区画に誤りがある場合において、当該土地の所有権の登記

名義人が二人であるときは、地図訂正の申出は、そのうちの一人からすることができ

る。

1 　アウ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イエ　　　　 5 　エオ

─（ 4 ）─
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第 5問　次のアからオまでの登記記録等の情報のうち、保存期間が永久と定められているもの

の組合せは、後記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　土地に関する閉鎖登記記録

イ　閉鎖した建物所在図

ウ　建物の合併の登記の申請情報

エ　筆界特定書に記載された情報

オ　閉鎖した地積測量図

1 　アウ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イエ　　　　 5 　エオ

 

─（ 5 ）─
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第 6問　嘱託登記に関する次のアからオまでの記述のうち、誤っているものの組合せは、後記

1 から 5 までのうち、どれか。

ア　私人が所有する土地について、市町村が代位による土地の表題登記を嘱託する場合

には、当該土地についての被代位者が所有権を有することを証する情報を提供するこ

とを要する。

イ　市町村から登記の嘱託の委任を受けた代理人が当該登記の嘱託をする場合には、嘱

託情報と併せて提供すべき市町村長が作成した委任状は、作成後 3 月以内のものであ

ることを要しない。

ウ　市町村がその所有する建物の表題登記の嘱託をする場合には、当該建物の所有権を

有することを証する情報を提供することを要する。

エ　私人が所有権の登記名義人である土地の一部が河川法の定める河川区域内の土地と

なった場合において、河川管理者がその旨の登記を登記所に嘱託するときは、河川管

理者は、当該土地の所有権の登記名義人に代わって、当該土地の分筆の登記を登記所

に嘱託することができる。

オ　市町村が、当該市町村を所有権の登記名義人とする土地についての合筆の登記の嘱

託をする場合には、その嘱託情報に登記識別情報の通知を希望する旨の情報が含まれ

ていたとしても、登記識別情報は通知されない。

1 　アエ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イエ　　　　 5 　ウオ

　　

 

─（ 6 ）─
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第 7問　株式会社Ａは、令和 7 年 3 月20日に委任事項に「甲土地の分合筆の登記申請に関する

一切の件」とのみ記載された委任状（以下「本件委任状」という。）を作成して、土地家屋調

査士Ｂに土地の分合筆の登記の申請（以下「本件登記申請」という。）を委任した。この事

例に関する次のアからオまでの記述のうち、正しいものの組合せは、後記 1 から 5 まで

のうち、どれか。

ア　Ｂが、株式会社Ａから登記識別情報の提供を受けて、登記識別情報提供様式を作成

して電子申請の方法により本件登記申請をする場合には、登記識別情報の暗号化につ

いての特別の授権は不要である。

イ　株式会社Ａの代表取締役が令和 7 年 4 月 1 日に替わったときであっても、Ｂは、同

月 2 日に株式会社Ａを代理して本件登記申請をすることができる。

ウ　Ｂが株式会社Ａの許諾を得て復代理人を選任したときであっても、Ｂは、株式会社

Ａを代理して本件登記申請をすることができる。

エ　Ｂが令和 7 年 4 月 1 日に死亡した場合には、Ｂの相続人である土地家屋調査士Ｃは、

Ｂの地位を承継したものとして、株式会社Ａを代理して本件登記申請をすることがで

きる。

オ　本件登記申請の際に納付した登録免許税に過誤納があった場合には、Ｂは、本件委

任状に基づいて、株式会社Ａを代理してその還付金を受領することができる。

1 　アエ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イエ　　　　 5 　ウオ

　　　

 

─（ 7 ）─
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第 8問　表題部所有者に関する次のアからオまでの記述のうち、誤っているものの組合せは、

後記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　表題部所有者である株式会社Ａを株式会社Ｂが吸収合併した場合には、株式会社Ｂ

は、表題部所有者の名称についての変更の登記の申請をすることができる。

イ　表題部所有者である特例有限会社Ａが株式会社Ａに商号変更をした場合には、株式

会社Ａは、表題部所有者の名称についての変更の登記の申請をすることができる。

ウ　表題部所有者として登記されているＡの住所についての更正の登記と、Ａの氏につ

いての変更の登記とは、一の申請情報によって申請をすることができない。

エ　表題部所有者であるＡ及びＢの持分が誤って登記されている場合において、当該持

分についての更正の登記の申請をするときは、Ａは、Ｂの承諾を証する情報を提供し

て、単独で当該申請をすることができる。

オ　表題部所有者の住所が登記記録上の住所から数回にわたって変更している場合に

は、表題部所有者は直ちに現在の住所に変更する旨の表題部所有者の住所についての

変更の登記の申請をすることができる。

1 　アウ　　　　 2 　アエ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イオ　　　　 5 　エオ

 

─（ 8 ）─
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第 9問　地積測量図に関する次のアからオまでの記述のうち、誤っているものの組合せは、後

記 1 から 5 までのうち、どれか。 

ア　土地の所有権の登記名義人の氏名が登記記録上の氏名と異なる場合であっても、当

該氏名についての変更があったことを証する市町村長が職務上作成した情報を提供す

ることにより、当該土地に係る地積測量図の訂正の申出をすることができる。

イ　書面を提出する方法により地積に関する更正の登記を申請した場合に、作成者が署

名した地積測量図には、その作成者の押印は要しない。

ウ　筆界点に永続性のある石杭又は金属標があるときは、地積測量図にその表示を記録

しなければならない。

エ　分筆の登記を申請する際に添付する地積測量図には、分筆前の土地が広大であって、

分筆後の土地の一方がわずかであるときは、地積の記録を便宜省略することができる。

オ　地積測量図の縮尺がその土地について作成すべき土地所在図の縮尺と同一であっ

て、当該地積測量図によって土地の所在を明確に表示することができるときであって

も、当該地積測量図をもって土地所在図を兼ねることはできない。

1 　アウ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イエ　　　　 5 　エオ

 

─（ 9 ）─
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第10問　建物図面及び各階平面図に関する次のアからオまでの記述のうち、正しいものの組合

せは、後記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　建物の所在の変更の登記を申請する場合には、建物図面及び各階平面図を提供しな

ければならない。

イ　甲土地上にのみ存する区分建物について、当該区分建物の存しない乙土地を当該区

分建物の規約敷地とする新たな規約を設定したことによる表題部の変更の登記を申請

する場合には、建物図面を提供しなければならない。

ウ　仮換地上に建築された建物の表題登記を申請する場合に添付する建物図面には、敷

地の形状として、当該建物の存する仮換地の形状を実線で図示しなければならない。

エ　一棟の建物の 1 階に存する 1 階建ての甲区分建物と、甲区分建物の真上の階に存し

甲区分建物と上下に接する 1 階建ての乙区分建物とを合併して、 1 個の区分建物とす

る合併の登記を申請する場合には、各階平面図を提供することを要しない。

オ　共用部分である旨の登記がある建物について共用部分である旨を定めた規約を廃止

したことによる当該建物の表題登記を申請する場合には、建物図面及び各階平面図を

提供することを要しない。

1 　アイ　　　　 2 　アウ　　　　 3 　イエ　　　　 4 　ウオ　　　　 5 　エオ
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土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第11問　分筆の登記に関する次のアからオまでの記述のうち、正しいものの組合せは、後記 1

から 5 までのうち、どれか。

ア　Ａ及びＢが所有権の登記名義人である甲土地から乙土地を分筆する分筆の登記の申

請がされた場合において、分筆後の甲土地をＡが単独で所有し、乙土地をＢが単独で

所有する旨の共有物分割の判決があったことを証する情報が提供されたときは、甲土

地の登記記録にはＡが単独所有者として登記され、乙土地の登記記録にはＢが単独所

有者として登記される。

イ　甲土地に地上権の設定の登記がされており、かつ、当該地上権を目的とする抵当権

の設定の登記がされている場合において、甲土地から乙土地を分筆する分筆の登記を

するときに、登記官が当該地上権を分筆後の甲土地について消滅させる旨の登記をす

るためには、当該地上権の登記名義人が当該地上権を分筆後の甲土地について消滅さ

せることを承諾したことを証する情報に加えて、当該抵当権の登記名義人が承諾した

ことを証する情報が提供されることが必要である。

ウ　所有権移転請求権保全の仮登記がされている甲土地から乙土地を分筆する分筆の登

記をする場合において、分筆後の乙土地について当該仮登記の登記名義人が権利の消

滅を承諾したことを証する情報が提供されたときは、分筆後の乙土地の登記記録には

当該仮登記は転写されない。

エ　抵当権の設定の登記がされている甲土地から乙土地を分筆する分筆の登記の申請を

書面を提出する方法によりする場合において、当該抵当権を分筆後の乙土地について

消滅させることを当該抵当権の登記名義人が承諾したことを証する情報を提供すると

きは、当該情報に添付すべき当該登記名義人の印鑑に関する証明書は、作成後 3 月以

内のものでなければならない。

オ　地上権の設定の登記がされている甲土地から乙土地を分筆する分筆の登記を申請す

る場合において、当該地上権の存続期間が満了しているときは、乙土地の登記記録に

は地上権の設定の登記は転写されない。

1 　アエ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イエ　　　　 5 　ウオ
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土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第12問　建物の種類に関する次のアからオまでの記述のうち、正しいものの組合せは、後記 1

から 5 までのうち、どれか。

ア　区分建物である建物の登記記録の表題部のうち、一棟の建物の表題部には、当該一

棟の建物の種類が記録される。

イ　登記官は、表題登記のある建物について共用部分である旨の登記をするときは、当

該建物の種類に関する登記事項を抹消する記号を記録しなければならない。

ウ　区分建物でない 5 階建ての 1 個の建物について、 1 階は食品の販売店、 2 階と 3 階

は衣類の販売店、 4 階はゲームセンター、 5 階は映画館として利用されている場合に

は、当該建物の種類は「多目的ビル」と定めることができる。

エ　学校教育法の適用されない学習塾として利用されている建物の種類は、「教習所」と

定めることができる。

オ　各種油類の販売及び給油の目的の用に供するために建築されたガソリンスタンドの

建物の種類は、「給油所」と定めることができる。

1 　アウ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イエ　　　　 5 　エオ
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土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第13問　敷地権に関する次のアからオまでの記述のうち、正しいものの組合せは、後記 1 から

5 までのうち、どれか。

ア　敷地権である旨の登記がされている土地については、当該敷地権である旨の登記を

抹消した後でなければ、地目を宅地以外の地目に変更する登記の申請をすることがで

きない。

イ　区分建物とその敷地権の目的となる土地の各所有権の登記名義人の住所が一致して

いない場合であっても、各登記名義人の同一性を証する情報を添付情報とすれば、登

記名義人の住所の変更又は更正の登記をすることなく、敷地権の発生を原因とする区

分建物の表題部の変更の登記の申請をすることができる。

ウ　隣接する 2 筆の土地のいずれにも敷地権である旨の登記がされている場合には、当

該 2 筆の土地についての合筆の登記の申請をすることができる。

エ　甲建物及び乙建物がいずれも区分建物であり、甲建物についてのみ敷地権の登記が

ある場合であっても、建物の合併の登記の申請をすることができる。

オ　一棟の建物に属する区分建物全部についての表題登記を申請する場合において、そ

のうちの一部の区分建物についてのみ専有部分とその専有部分に係る敷地利用権の分

離処分を可能とする規約が設定されているときは、他の区分建物についてのみ敷地権

に関する事項を申請情報とする当該登記の申請をすることができる。

1 　アイ　　　　 2 　アエ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　ウオ　　　　 5 　エオ
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土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第14問　建物の表題登記に関する次のアからオまでの記述のうち、正しいものの組合せは、後

記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　表題登記のみがされた 2 個の建物を買い受けた者が、その両建物を合体して 1 個の

建物とした後に、合体前の各建物の所有権の登記名義人となった場合には、その者は、

合体後の建物についての建物の表題登記及び合体前の建物についての建物の表題部の

登記の抹消を申請することができる。

イ　電子情報処理組織を使用する方法により建物の表題登記を申請する場合において、

書面に記載された建築基準法に基づく確認済証をスキャナにより電磁的記録に記録し

たものを添付情報とするときは、当該電磁的記録は、当該電磁的記録を作成した者に

よる電子署名を要しない。

ウ　区分建物以外の表題登記がない建物の所有権を取得した者が、表題登記を申請しな

いまま死亡した場合において、その相続人が当該建物についての表題登記の申請をす

るときは、被相続人を表題部所有者としなければならない。

エ　土地の賃借人が当該土地上に新築した建物の表題登記を申請する場合には、当該土

地の借地権を有することを証する情報を提供しなければならない。

オ　建物の表題登記を申請する場合には、表題部所有者となる者の住所を証する情報と

して、当該表題部所有者となる者に係る印鑑に関する証明書を提供することができる。

1 　アイ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イエ　　　　 4 　ウエ　　　　 5 　ウオ
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土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/
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第15問　共用部分である旨の登記に関する次のアからオまでの記述のうち、正しいものの組合

せは、後記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　抵当権の登記がある建物について、共用部分である旨の登記を申請する場合には、

当該抵当権の登記名義人の承諾を証する当該登記名義人が作成した情報又は当該抵当

権の登記名義人に対抗することができる裁判があったことを証する情報を提供しなけ

ればならない。

イ　表題登記のある建物について、当該建物を共用部分とする旨の規約が定められた場

合には、当該建物の表題部所有者は、当該規約が定められた日から 1 月以内に、共用

部分である旨の登記を申請しなければならない。

ウ　共用部分である旨の登記のある甲建物に附属建物がある場合において、当該附属建

物を甲建物から分割して乙建物とする建物の分割の登記を申請するときは、甲建物の

所有者を証する情報を提供しなければならない。

エ　甲建物について共用部分である旨の登記を申請する場合において、甲建物が数人の

共有に属するときは、甲建物の共有者全員で申請しなければならない。

オ　甲区分建物について共用部分である旨の登記を申請する場合において、甲区分建物

の属する一棟の建物以外の一棟の建物に属する区分建物の区分所有者が、甲区分建物

を共用すべき区分所有者であるときは、当該区分所有者の氏名又は名称を申請情報の

内容として提供しなければならない。

1 　アイ　　　　 2 　アウ　　　　 3 　イオ　　　　 4 　ウエ　　　　 5 　エオ

 

─（ 15 ）─

土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第16問　筆界特定に関する次のアからオまでの記述のうち、誤っているものの組合せは、後記

1 から 5 までのうち、どれか。

ア　対象土地の共有者の一人が筆界特定の申請人である場合には、申請人でない対象土

地の他の共有者は、筆界特定登記官に対し、対象土地の筆界について意見又は資料を

提出することができる。

イ　甲土地を所有するＡが、隣接する乙土地を所有するＢに対し、Ａが所有する範囲に

ついて所有権の確認の訴えを提起し、その判決が確定した場合には、Ａは、甲土地及

び乙土地を対象土地として筆界特定の申請をすることができない。

ウ　筆界特定の関係人は、筆界が特定されるまでの間は、当該筆界特定の手続において

作成された調書及び提出された資料の閲覧を請求することができない。

エ　筆界特定の申請人は、書面申請の方法により筆界特定の申請をする際に対象土地の

所有権を有することを証する書面として売買契約書の原本を添付したときは、当該売

買契約書の原本の還付を請求することができる。

オ　甲土地と乙土地の筆界について既に甲土地の所有者を申請人とする筆界特定登記官

による筆界特定がされていた場合であっても、当該筆界特定登記官が当該申請人の叔

父であったという事情が判明したときは、乙土地の所有者は、改めて甲土地を対象土

地として筆界特定の申請をすることができる。

1 　アウ　　　　 2 　アエ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イオ　　　　 5 　エオ

 

─（ 16 ）─

土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第17問　登記官の処分又は不作為についての審査請求に関する次のアからオまでの記述のう

ち、判例の趣旨に照らし正しいものの組合せは、後記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　登記官の処分に不服がある場合であっても、当該処分があったことを知った日の翌

日から起算して 1 月を経過したときは、審査請求をすることができない。

イ　法務局又は地方法務局の長が審査請求につき裁決したときは、裁決書の謄本を審査

請求人及び登記官に交付する。

ウ　筆界特定登記官による筆界特定がされた場合には、申請人は、筆界特定の結果に不

服があることを理由とする審査請求をすることができる。

エ　甲土地について土地の地積の更正の登記がされた場合において、甲土地と隣接する

乙土地の所有者は、筆界に異議があることを理由として、甲土地の地積の更正の登記

の取消しを求める審査請求をすることができる。

オ　Ａが所有権の登記名義人である土地の分筆の登記の申請が却下された場合におい

て、Ａがその却下処分につき審査請求をしたときは、当該土地の抵当権の登記名義人

であるＢは、参加人として当該審査請求に参加することができない。　　

1 　アイ　　　　 2 　アウ　　　　 3 　イオ　　　　 4 　ウエ　　　　 5 　エオ

 

─（ 17 ）─

土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第18問　法定相続情報を記載した書面（以下「法定相続情報一覧図」という。）に関する次のアか

らオまでの記述のうち、正しいものの組合せは、後記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　法定相続情報一覧図の保管の申出を行う場合には、申出人が提出すべき法定相続情

報一覧図には被相続人の本籍地の記載を要する。

イ　法定相続情報一覧図の写しの再交付の申出は、当該法定相続情報一覧図の保存期間

が満了するまで行うことができる。

ウ　法定相続情報一覧図の保管の申出の際に添付書面として提出された相続人の戸籍の

全部事項証明書は、返却されない。

エ　法定相続情報一覧図の保管の申出は、申出人を所有権の登記名義人とする不動産の

所在地を管轄する登記所にすることができる。

オ　土地の表示に関する登記を申請する場合において、相続があったことを証する情報

として当該相続に係る法定相続情報一覧図を識別するための法定相続情報番号を提供

するときは、法定相続情報一覧図の写しを提供することを要しない。

1 　アウ　　　　 2 　アエ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イオ　　　　 5 　エオ
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土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第19問　登録免許税に関する次のアからオまでの記述のうち、正しいものの組合せは、後記 1

から 5 までのうち、どれか。

ア　 1 個の建物の表題部所有者の住所の更正の登記の申請をする場合には、納付すべき

登録免許税の額は1,000円となる。

イ　私人を所有権の登記名義人とする土地の一部を買い受けた地方公共団体が、私人に

代位して当該土地を 2 筆にする分筆の登記の嘱託をする場合には、登録免許税は課さ

れない。

ウ　いずれも所有権の登記のある 3 筆の土地を合筆する旨の登記をした後に、錯誤を原

因として当該登記を抹消する旨の登記の申請をする場合には、納付すべき登録免許税

の額は3,000円となる。

エ　 5 筆の土地の所有権を敷地権とする所有権の登記のある 1 個の区分建物を 2 個の区

分建物とする再区分の登記の申請をする場合には、納付すべき登録免許税の額は2,000

円となる。

オ　所有権の登記がある附属建物付きの甲建物から当該附属建物を分割して、これを乙

建物の附属建物としようとする場合において、建物の分割の登記と建物の合併の登記

を一の申請情報によって申請するときは、納付すべき登録免許税の額は3,000円とな

る。

1 　アイ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イエ　　　　 4 　ウエ　　　　 5 　ウオ
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土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


第20問　土地家屋調査士又は土地家屋調査士法人に関する次のアからオまでの記述のうち、正

しいものの組合せは、後記 1 から 5 までのうち、どれか。

ア　土地家屋調査士法人は、定款を変更したときは、法定の期間内に、変更に係る事項を、

主たる事務所の所在地を管轄する法務局又は地方法務局に届け出なければならない。

イ　土地家屋調査士は、置いていた補助者を置かなくなったときは、遅滞なく、その旨

を所属の土地家屋調査士会に届け出なければならない。

ウ　土地家屋調査士は、日本土地家屋調査士会連合会に届け出ることにより、複数の都

道府県に事務所を設置することができる。

エ　土地家屋調査士法人の社員である土地家屋調査士は、その登録を取り消された場合

には、当該法人を当然に脱退する。

オ　土地家屋調査士が心身の故障により業務を行うことができないときは、日本土地家

屋調査士会連合会は、その登録を取り消さなければならない。

1 　アエ　　　　 2 　アオ　　　　 3 　イウ　　　　 4 　イエ　　　　 5 　ウオ
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土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/
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第21問　土地家屋調査士民事秋子は、次の〔調査図素図〕に示すＳ市Ｎ町三丁目206番の土地（以

下「甲土地」という。）及びＳ市Ｔ町一丁目10番の土地（以下「乙土地」といい、甲土地と併

せて「本件各土地」という。）について、本件各土地の関係当事者から、表示に関する登記

の相談を受け、【聴取結果の概要】のとおり、事情を聴取するとともに、本件各土地につ

いて必要となる表示に関する登記の申請手続についての代理並びに当該登記に必要な調

査及び測量の依頼を受け、【調査及び測量の結果の概要】のとおり必要な調査及び測量を

行った上、必要となる表示に関する登記の申請をした。

　　　　以上に基づき、次の問 1 から問 5 までに答えなさい。

　　　　

〔調査図素図〕

問 1 　【聴取結果の概要】及び【調査及び測量の結果の概要】から、〔調査図素図〕上のＤ点

及びＫ点の座標値を求め、別紙第21問答案用紙の第 1 欄に記載しなさい。

三

─（ 21 ）─

土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/
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問 2 　土地家屋調査士民事秋子は、関係当事者から、「遺産分割協議書の内容に沿って

乙土地を 2 つの土地に分けたいと思っています。乙土地の登記記録上の地積は実測

値と異なるようなのですが、どういった登記の申請手続を行う必要がありますか。」

との質問を受けた。

　　　次の文は、この質問に対し、土地家屋調査士民事秋子がした説明である。（　ア　）

から（　カ　）までに入る数値又は文言を別紙第21問答案用紙の第 2 欄に記載しなさ

い。ただし、（　ア　）に入る数値は、測量の結果である座標値を用いて座標法によ

り求積した結果に基づき、土地家屋調査士民事秋子が令和 7 年 8 月15日に申請した

乙土地に関する登記の申請書において分筆後の各土地の地積として表示すべき数値

を記載すること。なお、（　ウ　）には「超えています」又は「超えていません」のいず

れかの文言が入り、（　カ　）には「必要があります」又は「必要がありません」のいず

れかの文言が入る。また、（　オ　）の登記を申請する必要がないと判断した場合に

は、（　エ　）には「不要」と記載すること。

　　

　乙土地を 2 つの土地に分けるためには、分筆の登記をする必要があります。

　ところで、乙土地の登記記録上は地積が556 .00㎡と記録されていますが、【調

査及び測量の結果の概要】によれば、分筆後の各土地の地積はそれぞれ（　ア　）

㎡であることが分かりました。乙土地に適用される精度区分による地積測定の

公差は（　イ　）㎡までですので、分筆前の登記記録上の地積と分筆後の地積

の差は、この公差の範囲を（　ウ　）。そのため、乙土地の分筆の登記を申請す

る場合には、登記原因を（　エ　）とする（　オ　）の登記を申請する（　カ　）。

問 3 　別紙第21問答案用紙の第 3 欄を用いて、土地家屋調査士民事秋子が令和 7 年 8 月

15日に申請した乙土地に関する登記の申請書に添付する地積測量図を完成させなさ

い。ただし、必要な土地の表示に関する登記が複数ある場合において、それらを一

の申請情報により申請することができるときは、一の申請情報により申請するもの

とし、一の申請情報により申請することができないときは、 1 件目の登記の申請書

に添付する地積測量図を完成させること。

問 4 　【聴取結果の概要】及び【調査及び測量の結果の概要】から、〔調査図素図〕上のJ 点

及びＬ点の座標値を求め、別紙第21問答案用紙の第 4 欄に記載しなさい。

問 5 　別紙第21問答案用紙の第 5 欄の空欄を埋めて、土地家屋調査士民事秋子が令和 7

年10月30日に申請したＳ市Ｔ町一丁目10番 1 の土地（丙土地）に関する登記の申請書

を完成させなさい。
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（注）1 　本問における行為は全て適法に行われており、法律上必要な書類は全て適法

に作成されているものとする。

　　 2 　登記の申請は、書面申請の方法によってするものとする。

　　 3 　座標値は、計算結果の小数第 3 位を四捨五入し、小数第 2 位までとすること。

　　 4 　地積測量図は、250分の １ の縮尺により作成すること。また、地積測量図に

記載する測量の結果を用いて求めた筆界点間の距離は、計算結果の小数第 3 位

を四捨五入し、小数第 2 位までとすること。

　　 5 　地積測量図には、各筆界点の座標値、平面直角座標系の番号又は記号、地積

及びその求積方法並びに測量年月日は、記載することを要しない。

　　 6 　使用可能なＳ市基準点の各点は、地積測量図にその地点を明示して点名を付

して記載すること。ただし、座標値を記載することを要しない。

　　 7 　別紙第21問答案用紙の各欄に記載する文字は字画を明確にし、訂正、加入又

は削除をするときは、訂正は訂正すべき字句に線を引き、近接箇所に訂正後の

字句を記載し、加入は加入する部分を明示して行い、削除は削除すべき字句に

線を引いて、訂正、加入又は削除をしたことが明確に分かるように記載するこ

と。ただし、押印や字数を記載することを要しない。 

　　 8 　分筆により新しい地番が生じる場合には、北側から順に地番を付すこと。

【聴取結果の概要】

1 　本件各土地の所有者である甲野太郎は、令和 7 年 4 月 1 日に死亡した。

2 　甲野太郎の最後の住所地は、Ｓ市Ｔ町一丁目10番 1 号である。

3 　甲野太郎の長男である甲野一郎は、甲野太郎の法定相続情報一覧図保管の申出を行い、別

紙 1 のとおりの一覧図の写しが交付された。

4 　甲野太郎の法定相続人らは、甲野太郎の遺産の分割協議を行い、別紙 2 のとおり、遺産分

割協議書（以下「本件協議書」という。）を作成した。

5 　土地家屋調査士民事秋子は、令和 7 年 8 月15日、乙土地について、本件協議書に基づく分

割をするために必要となる表示に関する登記を申請し、同月25日に当該登記が完了した。

6 　甲野花子、甲野一郎及び甲野二郎は、令和 7 年 8 月31日、それぞれ、本件協議書に基づい

て取得した各土地について、所有権に関する登記の申請を行い、同年 9 月20日に当該登記が

完了した。

7 　甲野一郎は、Ｓ市Ｔ町一丁目10番 1 の土地（以下「丙土地」という。）を取得した後、丙土地

上に存在する家屋番号10番の建物を取り壊し、新たな建物を建築しようと考えるに至った。
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しかしながら、新たな建物の建築を計画するために建築会社との間で協議をする過程におい

て、丙土地が道路に面しない土地であることで将来支障をきたす可能性があるとの説明を受

けたことから、これを道路に面した土地とする方法について甲野花子及び甲野二郎と話合い

を行った。

8 　甲土地は畑として利用されており、丙土地は甲野花子の自宅の敷地として利用され、Ｓ市

Ｔ町一丁目10番 2 の土地（以下「丁土地」という。）は甲野二郎の自宅の敷地として利用されて

いる。

9 　甲野花子からの供述により、家屋番号10番の建物の上下水道管が甲土地の北側のブロック

塀に沿って、甲土地を通り西側道路の各種管へ接続していることが判明した。

10　そこで、甲野花子と甲野一郎は、上下水道管の位置を考慮し、甲土地の北側の一部と、丙

土地の南側の一部を交換することとし、必要となる登記を行うことに合意した。この合意に

おいて、交換の対象となる土地の範囲は、次のとおり定められた。

⑴　甲野花子が甲野一郎に譲渡する土地の範囲は、甲土地のうちＢ、Ｃ、Ｊ、Ｉ及びＢの各

点を順次直線で結んだ範囲とする。ただし、Ｉ点はＢ点とＡ点を結ぶ直線上の点であり、

Ｂ点とＩ点の距離は3.5ｍである。また、Ｊ点は甲土地と丙土地の筆界線上の点であり、

Ｉ点とＪ点を結ぶ直線はＢ点とＣ点を結ぶ直線と平行である。

⑵　甲野一郎が甲野花子に譲渡する土地の範囲は、丙土地のうちＭ、Ｌ、Ｋ、Ｄ及びＭの各

点を順次直線で結んだ範囲とする。ただし、Ｍ点は甲土地と丙土地の筆界線上の点であり、

Ｌ点はＨ点とＫ点を結ぶ直線上の点である。また、Ｍ点とＬ点を結ぶ直線はＤ点とＫ点を

結ぶ直線と平行である。

⑶　甲野花子が甲野一郎に譲渡する土地の範囲の面積と、甲野一郎が甲野花子に譲渡する土

地の範囲の面積は、等しくなるようにする。

11　甲野一郎は、令和 7 年10月 1 日にＳ市Ｔ町一丁目10番 1 号へ住所を異動したため、所有権

登記名義人住所変更登記の申請を行い、同月20日に当該登記が完了した。

12　土地家屋調査士民事秋子は、令和 7 年10月30日、丙土地の一部を交換するために必要とな

る丙土地についての表示に関する登記を申請した。
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別紙 1 　甲野太郎の法定相続情報一覧図の写し（抜粋）

被相続人　甲野太郎　法定相続情報

最後の本籍　Ｓ県Ｓ市Ｔ町一丁目10番地

最後の住所　Ｓ県Ｓ市Ｔ町一丁目10番 1 号

出生　昭和21年 4 月15日

死亡　令和 7 年 4 月 1 日

（被相続人）甲野太郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　Ｓ県Ｓ市Ｍ町二丁目 3 番 5 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　出生　昭和50年 2 月 8 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（長男）甲野一郎（申出人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　Ｓ県Ｓ市Ｔ町一丁目10番 2 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　出生　昭和55年10月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（二男）甲野二郎

出生　昭和22年 8 月 8 日

（配偶者）甲野花子

　　　　　　　　　　　　以下余白

　これは、令和 7 年 6 月 5 日に申出のあった当局保管に係る法定相続情報一覧図の写しで

ある。

（以下略）
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別紙 2

遺産分割協議書

　令和 7 年 4 月 1 日甲野太郎の死亡により開始した相続に関し、相続人全員において次の

とおり遺産分割の協議をした。

1 ．相続人甲野花子は次の遺産を取得する。

所　在　Ｓ市Ｎ町三丁目

地　番　206番

地　目　畑

地　積　559 ㎡

2 ．相続人甲野一郎及び相続人甲野二郎は次のとおり遺産を取得する。

所　在　Ｓ市Ｔ町一丁目

地　番　10番

地　目　宅地

地　積　556 .00㎡

　上記土地を下記の図のＤ点とＫ点を結ぶ直線で分割し、その北側の範囲の土地を

相続人甲野一郎が取得し、その南側の範囲の土地を相続人甲野二郎が取得するもの

とする。ただし、Ｋ点はＨ点とＧ点を結ぶ直線上の点であり、甲野一郎が取得する

土地の面積と甲野二郎が取得する土地の面積が等しくなるように分割するものとす

る。

〔図〕

　この分割協議を証するためこの証書を作成し、各署名押印して各人 1 通を所持するもの

である。

令和 7 年 8 月10日

当欄には、関係当事者全員の住所及び氏名が記され、押印がされているものとする。

Ｓ市Ｎ町三丁目

Ｓ市Ｔ町一丁目

（予定地番10番1）
北側部分

（予定地番10番2）
南側部分
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【調査及び測量の結果の概要】

1 　資料に関する調査の結果

⑴　登記記録の調査結果

ア　甲土地の登記記録の抜粋（令和 7 年 4 月 1 日時点）

（表題部）

所　在　Ｓ市Ｎ町三丁目

地　番　206番

地　目　畑

地　積　559 ㎡

（権利部）

甲　区　Ｓ市Ｔ町一丁目10番 1 号　甲野太郎

乙　区　（登記事項なし）

イ　乙土地の登記記録の抜粋（令和 7 年 4 月 1 日時点）

（表題部）

所　在　Ｓ市Ｔ町一丁目

地　番　10番

地　目　宅地

地　積　556 .00 ㎡

（権利部）

甲　区　Ｓ市Ｔ町一丁目10番 1 号　甲野太郎

乙　区　（登記事項なし）

⑵　地図等に関する調査結果

　甲土地の存するＳ市Ｎ町三丁目には、不動産登記法第14条第 1 項の地図が備え付けられ

ており、乙土地の存するＳ市Ｔ町一丁目には、同項の地図は備え付けられていないが、地

図に準ずる図面が備え付けられている。

　次の合成図は、民事秋子が作成したＮ町の地図とＴ町の地図に準ずる図面を合成した図

の一部である。

　また、本件各土地の地域は、不動産登記規則第10条第 2 項第 1 号の市街地地域に属する。
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〔合成図（抜粋）〕

（令和 7 年 4 月 1 日時点）

三丁目Ｓ市Ｎ町 一丁目Ｓ市Ｔ町

⑶　本件各土地及びこれらの隣接地に係る図面等の調査結果

　本件各土地及びこれらの土地の隣接地であるＳ市Ｔ町一丁目 9 番、同11番及び同12番の

各土地については、いずれも地積測量図が備え付けられている。その他の土地については、

地積測量図は備え付けられていない。

⑷　Ｓ市道路管理課における道路境界の調査の結果

　Ｓ市道路管理課において、道路境界の調査を行った結果、本件各土地については道路境

界の確認がされており、道路境界確認図が備え付けられていた。

⑸　乙土地の地積測定の公差

精度区分 甲1 甲2 甲3 乙1 乙2 乙3

556 .00 ㎡ 0 .93 ㎡ 2 .32 ㎡ 4 .64 ㎡ 6 .93 ㎡ 13 .91 ㎡ 27 .82 ㎡

2 　本件土地の利用状況等

⑴　本件各土地の利用状況は【聴取結果の概要】のとおりである。

⑵　境界標の状況に関する調査

　〔調査図素図〕のＡ点、Ｂ点、Ｃ点、Ｅ点、Ｆ点及びＨ点にはコンクリート杭が設置され

ており、Ｇ点には金属標が設置されている。なお、全ての境界標において、永続性がある

ことが確認された。

─（ 28 ）─

土地家屋調査士 過去問アプリ https://cholabo.jp/mondai/

https://cholabo.jp/mondai/


⑶　立会い等

ア　Ｓ市道路管理課職員との現地立会いの結果、道路の境界点がＡ点、Ｂ点、Ｆ点及びＧ

点であることが確認された。また、土地家屋調査士民事秋子による検証の結果、現地の

境界標と道路境界確認図の成果は整合していることが確認された。

イ　土地家屋調査士民事秋子による測量及び各種調査資料等の検証により、本件各土地と

接する各筆界について甲野花子、甲野一郎及び甲野二郎とＳ市Ｔ町一丁目 9 番の土地、

同11番の土地及び同12番の土地並びにＳ市Ｎ町三丁目205番の土地及び同207番の土地の

所有権の登記名義人と現地にて立会確認した。また、土地家屋調査士民事秋子による検

証の結果、現地の境界標と登記所備付資料の地積測量図の成果は整合していることが確

認された。

ウ　甲野花子は、当初、土地家屋調査士民事秋子に対し、甲土地と乙土地の筆界がＣ点と

Ｅ点とを結ぶ直線であると説明していたものの、その後、甲野二郎は、土地家屋調査士

民事秋子に対し、甲野太郎から自宅と畑を分断している生垣の間にコンクリート杭があ

ると聞いていたことを説明した。土地家屋調査士民事秋子は、合成図を作成した結果、

甲土地と乙土地の筆界線の形状が合致したことを確認した。合成図と上記イの立会確認

した各筆界を照らし合わせ現地確認し、探索したところＤ点にコンクリート杭が発見さ

れた。さらに、現地を測量して作成された実測図と合成図を重ねたところ、実測図のＤ

点と合成図上の甲土地と乙土地の曲がり点とが合致したため、甲野花子、甲野一郎及び

甲野二郎と現地にて立会いして説明の上、Ｄ点が甲土地と乙土地の筆界点であることを

確認した。

エ　土地家屋調査士民事秋子は、【聴取結果の概要】の 5 の登記のため、令和 7 年 8 月12日、

分割点であるＫ点に永続性のある金属標を設置した。

オ　土地家屋調査士民事秋子は、【聴取結果の概要】の12の登記のため、令和 7 年10月20日、

分割点であるＭ点に永続性のあるコンクリート杭を、Ｌ点に永続性のある金属標を設置

した。

⑷　測量の結果

　Ｓ市基準点であるＴ 1 点及びＴ 2 点並びに関連する基準点の点検測量を行った結果、許

容誤差内であることを確認した。そこで、次の〔Ｓ市基準点成果表〕の値をもって測量を行

い、次の〔測量によって得られた観測値〕及び〔測量によって得られた座標値〕のとおり、観

測値及び筆界点等の座標値を得た。
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ア　〔Ｓ市基準点成果表〕

点名 Ｘ座標（ｍ） Ｙ座標（ｍ）

Ｔ1 185 .31 135 .37

Ｔ2 188 .60 92 .18

イ　〔測量によって得られた観測値〕

器械点 後視点 測点 観測角 水平距離

Ｔ2 Ｔ1 Ｔ1   0°00′00″ ─

Ｔ2 Ｔ1 Ｄ 325°06′51″ 25 .81ｍ

（注）1 　観測角は、時計回りの角度を示す。

　　　　　　 2 　北は、Ｘ軸の正方向に一致する。

ウ　〔測量によって得られた座標値〕

点名 Ｘ座標（ｍ） Ｙ座標（ｍ）

Ａ 184 .31 99 .33

Ｂ 219 .57 99 .33

Ｃ 219 .57 117 .56

Ｄ 省略 省略

Ｅ 184 .31 114 .41

Ｆ 184 .31 130 .08

Ｇ 193 .50 131 .88

Ｈ 217 .00 131 .88
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第22問　株式会社甲一物流（代表取締役甲山一郎、会社法人等番号　Ｚ）（以下「甲社」という。）

は、Ｙ市Ｋ区Ａ町三丁目425番 5 の土地及び同425番 6 の土地並びにこれらの土地上の建

物（以下「本件建物」という。）を所有しており、本件建物の建替えや改築等の各種工事（以

下、甲社が行なった各種工事を総称して「本件工事」という。）を行った。Ｙ市Ｎ区Ｒ町

四丁目10番 1 号に事務所を有する土地家屋調査士法務小太郎（連絡先電話番号000-111-

2222）は、【事実関係】のとおり、甲社から、表示に関する登記についての相談を受けて

本件工事の内容や日程等の事情を聴取し、必要となる表示に関する登記の申請手続につ

いての代理並びに当該登記に必要な調査及び測量の依頼を受け、【登記記録の内容の抜

粋】のとおり登記記録の調査を行い、【調査・測量】のとおり現地の調査・測量を行った

上で、法令に従い必要となる登記の申請をした。

　　　　以上に基づき、次の問 1 から問 4 までに答えなさい。ただし、登記の申請においては、

申請人の会社法人等番号を登記の申請書の申請人欄に記載するものとする。

問 1 　別紙第22問答案用紙第 1 欄の登記申請書の空欄を埋めて、土地家屋調査士法務小

太郎が申請した本件工事における第一期工事の建物に関する登記の申請書を完成さ

せなさい。

問 2 　別紙第22問答案用紙第 2 欄の登記申請書の空欄を埋めて、土地家屋調査士法務小

太郎が申請した本件工事における第二期工事の建物に関する登記の申請書を完成さ

せなさい。

問 3 　別紙第22問答案用紙第 3 欄を用いて、問 2 の申請書に添付する各階平面図を完成

させなさい。なお、建物図面については答案用紙第 3 欄に記載することを要しない。

また、各階平面図を完成させるに当たっては、主である建物についての記載を省略

しても差し支えない。

問 4 　土地家屋調査士法務小太郎は、甲社から本件工事に伴う表示に関する登記につい

て相談を受け事情を聴取している際に、「本件工事では、第一期工事、第二期工事

が完了した都度にそれぞれ必要な登記を行うとのことですが、第一期工事及び第二

期工事が全て完了した後にまとめて行うことはできないのですか。」との質問を受け

た。

　　　次の文は、この質問に対して土地家屋調査士法務小太郎がした説明内容を要約し

たものである。次の（　ア　）から（　エ　）までに入る文言を後記〔語句群〕から選択

し、別紙第22問答案用紙第 4 欄の該当欄に記載しなさい。
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甲社からの質問に対する土地家屋調査士法務小太郎の説明

　本件工事に伴って必要となる表示に関する登記は、既に登記がされている

建物の登記事項に変更を生じた場合に、その（　ア　）的状態を登記記録に速

やかに反映させるためのものです。これは（　イ　）的登記ともいわれ、法令

によれば、所有者等は、登記事項の変更があった日から（　ウ　）以内に申請

する義務があります。申請義務がある者が正当な理由がないにもかかわらず

その申請を怠った場合には、（　エ　）に処せられます。そのため、本件工事

の第一期工事、第二期工事の完了の都度、登記申請を行う必要があります。

〔語句群〕

1 年　　 3 月　　形成　　物理　　 1 月　　創設　　10万円以下の過料

6 月　　間接　　 3 月以内の遅延損害金納付　　報告　　 3 年

50万円以下の罰金　　用途　　 6 月以下の懲役　　直接　　 2 週間

（注）1� 　本問における行為は全て適法に行われており、法律上必要な書類は全て適

法に作成されているものとする。

　　　　　　　 2 　登記の申請は、書面申請の方法によってするものとする。

　　　　　　　 3 　各階平面図は250分の 1 の縮尺により作成すること。

　　　　　　　 4 　各階平面図に記載する距離は、小数第 2位までを記載すること。

　　　　　　　 5 �　別紙第22問答案用紙の各欄に記載する文字は字画を明確にすること。また、

訂正、加入又は削除をするときは、訂正は訂正すべき字句に線を引き、近接

箇所に訂正後の字句を記載し、加入は加入する部分を明示して行い、削除は

削除すべき字句に線を引いて、訂正、加入又は削除をしたことが明らかに分

かるように記載すること。ただし、押印や字数を記載することを要しない。

【事実関係】

1 　甲社は、Ｙ市Ｋ区Ａ町三丁目 5 番 6 号に本店を有しており、本件建物のうち主である建物

を事務所・倉庫、符号 2 の附属建物を倉庫、符号 4 を守衛所として利用していた。

2 　甲社は、本件建物の老朽化や今後の事業拡大に対応するため、本件建物の建替えや改築等

をする計画を立て、ＷＡＴ建設株式会社に対し、本件工事を依頼した。

3 　甲社とＷＡＴ建設株式会社との間の協議の結果として、限られた敷地内で行う取壊し、建

替え及び改築等の工事内容や、甲社の業務スケジュールの都合により、本件工事は、第一期
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工事と第二期工事の二期に分けて行うこととなった（以下、本件工事の第一期工事を「本件工

事 1 」といい、第二期工事を「本件工事 2 」という。）。土地家屋調査士法務小太郎は、本件工

事の着手前に、甲社から本件工事の内容や日程等の事情を聴取した上で、甲社に対し、本件

工事 1 が完了した段階で必要となる登記手続の内容と、本件工事 2 が完了した段階で必要と

なる登記手続の内容について説明し、確認した。

4 　本件工事 1 の内容は以下のとおりである。なお、本件工事 1 における取壊し部分は【調査・

測量】の〔調査図素図〕（本件工事 1 ―敷地図・建物配置図 1 ）の斜線部分記載箇所のとおりで

ある。

⑴　主である建物の取壊しを令和 7 年 1 月21日に完了した。

⑵　符号 2 の附属建物の 2 階部分を倉庫から事務所へと変更する工事及び 1 階部分の一部の

取壊しを令和 7 年 1 月31日に完了した。

5 　土地家屋調査士法務小太郎は、本件工事 1 後の現地の調査・測量を行い、工事内容の確認

や各建物の配置等が【調査・測量】の〔調査図素図〕（本件工事 1 ―敷地図・建物配置図 1 ）の

とおりであることを確認し、また、主である建物が取り壊された後に残った建物の主従関係

等について甲社と協議を行い、甲社の指示により符号 2 の附属建物を主である建物とするこ

とを確認した。

6 　土地家屋調査士法務小太郎は、本件工事 1 に関する内容の整理及び確認後、甲社から必要

な書類の提供を受け、令和 7 年 2 月 6 日、本件工事 1 の結果により必要となる表示に関する

登記を申請した。

7 　本件工事 2 の内容は以下のとおりである。

⑴　主である建物について、耐震補強工事を令和 7 年10月 1 日に完了した。なお、構造や建

物床面積に対して影響を与える工事内容ではない。

⑵　新たな倉庫建物（以下「新築倉庫」という。）の建築工事を令和 7 年10月 7 日に完了した（な

お、新築倉庫の概要は、次の⑶から⑹までの説明のほか、【調査・測量】の〔本件工事 2 ・

新築倉庫―平面詳細図〕のとおりである。）。

⑶　新築倉庫には、2 階床面から1.20ｍの高さの壁（腰高壁）が、【調査・測量】の〔本件工事 2・

新築倉庫―平面詳細図〕に「腰高壁」と記載のある位置に存在し、 2 階床面から天井までの

壁が同図面に「天井まで壁」と記載のある位置に存在する。

⑷　新築倉庫の床面から天井までの高さは、 1 階及び 2 階ともに3.80ｍである。

⑸　新築倉庫の南西部分の一部には吹き抜け部分が存在する。

⑹　新築倉庫の南東部分には、吹き抜け部分が存在し、その吹き抜けに接して片面が格子手

すり（柵状のオープン手すりで壁の用をなしていない手すり）となっている階段が設置され
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ている。

⑺　本件工事 2 を進める都合により、符号 4 の附属建物を一時的に解体撤去する工事を令和

7 年 9 月25日に完了し、その後、元の建物と同じ種類である建物を、元の位置へ、元の大

きさ、元の材料と同じ素材利用により建築する工事を同年10月17日に完了した。

8 　土地家屋調査士法務小太郎は、本件工事 2 後の現地の調査・測量を行い、工事内容の確認

や各建物の配置等が【調査・測量】の〔調査図素図〕（本件工事 1 ―敷地図・建物配置図 1 ）及

び（本件工事 2 ・新築倉庫―敷地図・建物配置図 2 ）のとおりであることを確認した。

9 　新築倉庫の主要構造は鉄骨造で、屋根構造は合金メッキ鋼板ぶきである。

10　土地家屋調査士法務小太郎は、本件工事 2 後の調査・測量及び確認を行った後、甲社と協

議を行い、甲社の指示により、主である建物はそのまま主である建物として維持すること、

新築倉庫及び守衛所建物はいずれも附属建物として登記すること、各附属建物に付する符号

は工事完了の順に従って付すこと等について確認した。

11　土地家屋調査士法務小太郎は、本件工事 2 に関する内容の整理及び確認後、甲社から必要

な書類の提供を受け、令和 7 年10月23日、本件工事 2 の結果により必要となる表示に関する

登記を申請した。

【登記記録の内容の抜粋】・・・本件工事 1及び本件工事 2が行われる前の情報

　土地

　表題部（土地の表示）

　所　　在：Ｙ市Ｋ区Ａ町三丁目

　地　　番：425番 5

　地　　目：宅地

　地　　積：略　㎡

　原因及びその日付：略

　表題部（土地の表示）

　所　　在：Ｙ市Ｋ区Ａ町三丁目

　地　　番：425番 6

　地　　目：宅地

　地　　積：略　㎡

　原因及びその日付：略
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　上記 2 筆共通の内容

　権利部（甲区）　（所有権に関する事項）

　　権利者その他の事項　所有者：Ｙ市Ｋ区Ａ町三丁目 5 番 6 号　株式会社甲一物流

　権利部（乙区）　（所有権以外の権利に関する事項）

　　なし

　建物

　表題部（主である建物の表示）

　所　　在：Ｙ市Ｋ区Ａ町三丁目425番地 5 、425番地 6

　家屋番号：425番 5 　　

　種　　類：事務所・倉庫　

　構　　造：鉄骨造スレート葺 2 階建　

　床 面 積： 1 階　130 .00 ㎡

　　　　　　 2 階　130 .00 ㎡

　原因及びその日付：平成 3 年 7 月 1 日新築

　表題部（附属建物の表示）

　（符号 1 及び符号 3 については既に取壊しがされた旨の登記がされている。）

　符　　号： 2 　

　種　　類：倉庫　

　構　　造：鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき 2 階建　

　床 面 積： 1 階　138 .50 ㎡

　　　　　　 2 階　123 .50 ㎡

　原因及びその日付：平成19年 6 月21日新築

　符　　号： 4

　種　　類：守衛所

　構　　造：軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建　

　床 面 積：10 .00 ㎡

　原因及びその日付：平成21年 9 月18日新築
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　権利部（甲区）　　（所有権に関する事項）

　　権利者その他の事項　所有者：Ｙ市Ｋ区Ａ町三丁目 5 番 6 号　株式会社甲一物流

　権利部（乙区）　　（所有権以外の権利に関する事項）

　　なし

 

（各階平面図から抜粋―家屋番号425番 5 ）
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【調査・測量】
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〔本件工事 2 ・新築倉庫―平面詳細図〕（単位：ｍ）
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（注）1 　距離の単位はメートルである。

　　 2 　〔調査図素図〕中の（　　）内は、土地の地番を示す。

　　 3 　〔調査図素図〕中の数値は、土地の筆界から建物の外壁までの距離を示し、〔本

件工事 2 ・新築倉庫―平面詳細図〕中の数値は、柱の中心間の距離及び壁の中

心間の距離を示す。

　　 4 　〔本件工事 2 ・新築倉庫―平面詳細図〕中の建物の隅部は全て直角であり、〇

印は、各階の重なり部分を示す。
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受　験　地

東　京

十の位 一の位
0 1

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

氏　　　　　名

民事　二子

試験区分 　 2

01
東　京

02
大　阪

03
名古屋

04
広　島

05
福　岡

06
那　覇

07
仙　台

08
札　幌

09
高　松

受 験 地

東京
受験番号

36
氏　　名

民
事
　
二
子

受 験 番 号

千の位 百の位 十の位 一の位

3 6

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

0
1
2

4
5
6
7
8
9

0
1
2
3
4
5

7
8
9

【多肢択一式答案用紙】

受験地コード番号表

【記述式答案用紙】

（この欄記入不要）

〔記入例〕

受 験 地
受験番号
氏 名

東 京
3 6

民事二子

左の者が受験者の場合の記入例は、
下記のとおりとなります。
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